
（単位：百万円）
勘 定 科 目 金     額 金     額

 （資 産 の 部）  （負 債 の 部）

 流　動　資　産 572,552  流  動  負  債 630,436 

現 金 及 び 預 金 15,035 1,559 

受 取 手 形 3,430 146,439 

売 掛 金 199,642 262,420 

商 品 及 び 製 品 154,884 55,900 

仕 掛 品 4,610 51,520 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 100,264 15,932 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 31,726 982 

未 収 入 金 54,435 29,422 

未 収 還 付 法 人 税 等 1,021 32,340 

そ の 他 7,964 831 

貸 倒 引 当 金 △ 463 241 

32,845 

 固  定  資  産 899,124  固  定  負  債 242,375 

  有形固定資産 (456,148) 140,948 

建 物 113,078 56,142 

構 築 物 47,188 17 

機 械 及 び 装 置 110,105 1,394 

車 両 運 搬 具 302 1,355 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 14,881 15,356 

土 地 116,034 645 

リ ー ス 資 産 1,231 1,316 

建 設 仮 勘 定 53,325 25,199 

  無形固定資産 (21,322) 負  債  合  計　 872,811 

の れ ん 892 

ソ フ ト ウ エ ア 4,438  （純 資 産 の 部）

そ の 他 15,991  株　主　資　本 591,297 

53,229 

  投資その他の資産 (421,654)

投 資 有 価 証 券 36,615 (139,780)

関 係 会 社 株 式 215,609 28,509 

そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 27,396 111,271 

出 資 金 456 

関 係 会 社 出 資 金 77,841 (398,286)

従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金 41 398,286 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 22,656 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 845 

長 期 前 払 費 用 1,449 繰 越 利 益 剰 余 金 397,441 

繰 延 税 金 資 産 35,489 

そ の 他 7,981  評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,567 

貸 倒 引 当 金 △ 3,886 7,567 

純　資　産　合　計 598,865 

  資 　産 　合 　計 1,471,676   負 債 純 資 産 合 計 1,471,676 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

勘 定 科 目

関 係 会 社 短 期 借 入 金

未 払 費 用

株 式 給 付 引 当 金

定 期 修 繕 引 当 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

貸　借　対　照　表

2025年 3月 31日 現在

支 払 手 形

買 掛 金

1年内返済予定の関係会社長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

１ 年 内 環 境 対 策 引 当 金

そ の 他

関 係 会 社 長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

１ 年 内 事 業 構 造 改 善 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

事 業 構 造 改 善 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

環 境 対 策 引 当 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金



損　益　計　算　書
自　　2024年4月  1日

至　　2025年3月31日

(単位：百万円)

摘要 金額

Ⅰ 売上高 1,290,728

Ⅱ 売上原価 1,142,190

売上総利益 148,538

Ⅲ 販売費及び一般管理費 184,491

営業損失 35,953

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3,387

受取配当金 58,370

その他 6,430

(営業外収益合計) （ 68,188 ）

Ⅴ 営業外費用

支払利息 6,518

債務保証損失引当金繰入額 4,741

貸倒引当金繰入額 3,732

その他 3,959

(営業外費用合計) （ 18,951 ）

経常利益 13,284

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 6,827

固定資産売却益 1,765

その他 642

(特別利益合計) （ 9,236 ）

Ⅶ 特別損失

減損損失 21,445

固定資産整理損 16,613

その他 8,389

(特別損失合計) （ 46,449 ）

税引前当期純損失 23,928

法人税、住民税及び事業税 △ 7,083

法人税等調整額 △ 15,158

当期純損失 1,686



個別注記表

重要な会計方針に係る事項

有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式・関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料、その他の棚卸資産 総平均法による原価法
貯蔵品（除く包装材料及び劣化資産） 移動平均法による原価法
なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

固定資産の減価償却方法
1 有形固定資産（除くリース資産） 定額法

2 無形固定資産（除くリース資産） 定額法

3 リース資産
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

引当金の計上基準

退職給付見込額の期間帰属方法　　給付算定式基準を採用しております。
未認識項目の費用処理方法及び費用処理年数
未認識過去勤務費用 定額法 5年
未認識数理計算上の差異 定額法 5年　（翌期より費用処理しております。）

所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

1

2

3

4

5

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

なお、自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与等の支給に備えるため、支給見込額及び当該支給見込額に
対応する社会保険料会社負担見込額のうち、当期に負担すべき費用の見
積額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金

株 式 給 付 引 当 金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、計上しております。

株式交付規則に基づく取締役及び執行役員への親会社株式の給付等に
備えるため、当期末における株式給付債務の見込み額に基づき、計上し
ております。

定 期 修 繕 引 当 金 貯油槽の定期的修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額のうち、
当期に負担すべき費用の見積額を計上しております。

固定資産整理損失引当金 固定資産の整理に伴い支出が予想される処理費用の発生に備えるため、
当該損失見積額を計上しております。

関係会社整理損失引当金 関係会社の事業整理に伴い負担することとなる損失に備えるため、当該損
失見積額を計上しております。

関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する出資金額
等、及び債務保証に係る損失負担見込額を超えて当社が負担することが
見込まれる額を計上しております。

債 務 保 証 損 失 引 当 金 関係会社の債務保証に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を
勘案して、当社が負担することが見込まれる額を計上しております。

環 境 対 策 引 当 金 環境対策を目的とした工事等に伴い将来負担することとなる損失に備える
ため、当該損失見積額を計上しております。

事 業 構 造 改 善 引 当 金 事業構造改善に伴い発生する損失に備えるため、損失見積額を計上して
おります。



収益及び費用の計上基準

ヘッジ会計の方法
1 ヘッジ会計の方法

2 ヘッジ手段とヘッジ対象

3 ヘッジ方針

4 ヘッジ有効性評価の方法

6

7

当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換で、権利を得ると見込
む対価を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
当社は、スペシャリティマテリアルズ、MMA＆デリバティブズ、ベーシックマテリアルズ＆ポリマーズの事業領域
において事業活動を行っており、国内外の顧客に多種多様な製品等の提供を行っております。
これらの事業における製品販売については、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得
することから、履行義務が充足されると判断し、当該製品の引渡時点で収益を認識しております。

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、為替予約については、振当処理の要件を充たしている場合は振
当処理を採用しております。

（ヘッジ手段）　 （ヘッジ対象）
為替予約　　　　　外貨建予定取引

当社の内部規定である「リスクヘッジ要領」に基づき、為替変動リスクを
ヘッジしております。

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段
の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の
比率によって有効性を評価する方法を採用しております。



     会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

（1）   当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額）35,489百万円
（繰延税金負債と相殺前の金額は46,522百万円です）

（2）   計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法

②主要な仮定

　　　　

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　　　　
　　　　

固定資産の減損

（1）   当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産456,148百万円

（2）   計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法

　　　　
　　　　

②主要な仮定

　　　　
　　　　
　　　　

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　　　　

割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、原則として５年を限度とする事業計画におけ
る将来キャッシュ・フローの見積り、割引率及び成長率です。将来キャッシュ・フローの見積額は主として、売
上収益の予測及び市場の成長率に影響を受けます。

主要な仮定について、経営者は妥当と判断しておりますが、将来の不確実な経済条件の変動の結果によっ
て影響を受ける可能性があり、前提とした状況が変化すれば回収可能価額の算定結果が異なる可能性があ
ります。

2

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、予定される繰延税金負債の取崩、予測される将来
課税所得及びタックス・プランニングを考慮し、繰延税金資産を計上しております。

将来課税所得の見積りの基礎となる将来の事業計画における主要な仮定は、売上収益の予測です。

主要な仮定である売上収益の予測については、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって影響を受
ける可能性があります。将来の課税所得の結果が予測・仮定と異なる場合は、繰延税金資産の回収可能性
の評価が異なる可能性があります。

減損の兆候がある有形固定資産の減損損失を認識するかどうかの判定は、割引前将来キャッシュ・フローの
総額と帳簿価額を比較することによって行い、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場
合には、減損損失を認識します。割引前将来キャッシュ・フローは、原則として５年を限度とする事業計画と
その後の成長率を基礎として見積もっております。

1



貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 百万円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

保証債務等残高
銀行借入等に対する保証債務等

関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円
長期金銭債務 百万円

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、投資有価証券評価損、退職給付引当金等であり、繰延税金負債の発生の
主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。なお、投資有価証券評価損及び繰越欠損金（地方税）等
に係る繰延税金資産に対しては、評価性引当額を計上しております。
また、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和７年法律第13号)が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月
１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年４月１
日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債について
は、改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算しております。この変更による当事業年度の計算書類に
与える影響は軽微です。

（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）
当社は、グループ通算制度を適用しており、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計
の会計処理について、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告
第42号 2021年8月12日)に従っております。

3

59,816
448

93,466

1

2

保 証 債 務 残 高 8,896 百万円（うち、当社負担割合額 8,896百万円）

1,792,492



関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社

親会社 被所有 資金の借入
直接100.0% 役員の兼任

(注) 取引金額には消費税等を含めておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

（2）子会社及び関連会社等

子会社 所有

直接100.0%

子会社 所有 資金の貸付

間接100.0%

(注) 取引金額には消費税等を含めておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

１株当り情報に関する注記
１株当り純資産額 円 銭
１株当り当期純損失 円 銭

1,046 90
2 94

利息の受取
(注2)

517 未収入金 63

市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、資金の貸付及び回収の取引金額は純額表示しております。

増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

(百万円）

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額

科目
期末残高

(百万円）

市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、三菱ケミカルグループ㈱からの資金の借入及び返済の取引金額は純額表示しております。

55,900

関係会社
長期借入金

140,948

利息の支払
(注1)

6,429 未払費用 265

グループ通算制
度に伴う通算税
効果額

9,192 未収入金 9,198

三菱ケミカル
グループ㈱

資金の返済
(注1)

75,631

関係会社
短期借入金

262,420

1年内返済予定の
関係会社長期借入金

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額

科目
期末残高

(百万円） (百万円）

利息の受取
(注2)

2,565 未収入金 15

増資の引受
資金の貸付

三菱ケミカル
ヨーロッパ社

- -

資金の回収
(注2)

53,618
関係会社

長期貸付金
21,394

増資の引受
(注1)

27,757

三菱ケミカル・
ユーケー社

資金の貸付
(注2)

29,258
関係会社

短期貸付金
29,174


